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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 令和６年１２月１０日（火）午後１時２５分～午後１時４５分 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、企画財政部長、総務部長、総務部危機管理担当

部長、市民部長、協働推進部長、環境部長、健康福祉部長、健

康福祉部高齢・障害担当部長、子ども家庭部長、都市整備部長、

都市整備部建設管理担当部長、教育部長、教育部学校教育担当

部長、議会事務局長、会計管理者 

欠席者：教育長 

議 題 
１ ⑦実施計画について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１：原案を一部修正の上決定する。 

議題２：⑦実施計画について、市長決裁を経て、令和６年１２月中に広

資料として配布予定である。 

審 議 経 過 
（主な意見等を
原則として発言
順に記載し、同

一内容は一つに
まとめる。) 
 

（発言者） 
○印=構成員 
●印=説明員 

議題１ ⑦実施計画について 

（企画財政部長説明） 

実施計画は、第五次長期総合計画における前期基本計画に示した

施策を計画的に実施するための事業計画であり、実施に係る年次計

画等を明らかにするものである。 

各課から登載要求のあった事業は、計２８９事業であり、その後、

ヒアリング、現地調査、理事者査定等を経て、本日、⑦実施計画原

案として取りまとめたものである。 
採択事業は２１８事業で、うち新規登載事業が４１事業である。 

詳細は、企画政策課長から説明申し上げる。 

 

（企画政策課長説明） 

  資料３頁を御覧いただきたい。 

  実施計画の考え方や登載事業についての考え方などを記載してい

る。 

  「１ 実施計画の考え方」であるが、本計画は、武蔵村山市長期総

合計画の一環として、基本計画で体系化した施策を計画的に実施する 

ための計画である。 

策定に当たっては、事業の査定を行った後、予算要求に反映させ

るものとしているが、予算編成作業において、他の経常経費と合わ

せて予算査定を実施することとしているため、事業費を掲載してい

ない。 
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次に、「２ 登載事業について」であるが、実施計画については、

長期総合計画基本計画や行政改革大綱などに登載された事業で、本

市として特に重点的・優先的に進めていくべき事業を登載している。

そのため、実施計画に登載されている事業は、予算編成に際しては

優先すべき事業として位置付けることとしているが、先ほども説明

したとおり、当初予算編成の中で更に事業内容等の精査を行ってい

る。 

「３ その他」についてであるが、国土強靭化地域計画に位置付

ける事業、ＤＸ推進関係事業及びゼロカーボンシティの実現に向け

た取組について、「Ⅱ 事業計画」の各事業備考欄にそれぞれ「○国

土強靭化」、「○ＤＸ推進」及び「○ゼロカーボン」と表示している。 

 

次に資料４頁及び５頁の「４ 施策体系」を御覧いただきたい。 

第五次長期総合計画前期基本計画の施策体系を掲載しており、本

計画は、この体系に沿って作成している。 

 

  次に資料６頁及び７頁の「５ 事業総括表」を御覧いただきたい。 

  本実施計画に登載されている事業数を掲載している。なお、先ほど

企画財政部長から採択数は２１８事業と申し上げたが、そのうち、令

和７年度実施分は２１４事業である。 

 

  次に資料８頁の「６ 新規掲載事業一覧」を御覧いただきたい。 

  新規事業の考え方として、事業としては既に実施されているもの

も、令和７年度以降に新たに実施・検討としている事業を新規登載事

業としている。 

 

  次に資料９頁及び１０頁の「７ 国土強靭化地域計画関係事業一

覧」を御覧いただきたい。 

本計画において、国土強靭化地域計画へ位置付ける事業を、一覧

にて示している。 

 

次に資料１１頁の「８ ＤＸ推進関係新規事業一覧」及び「９ ゼ

ロカーボンシティの実現に向けた新規事業一覧」を御覧いただきた

い。 

ＤＸ推進及びゼロカーボンシティの実現に向けた取組を優先的に

取り組むべき事業と位置付け、一覧にて示している。 

 

次に資料１２頁から１８頁の「１０ 実施計画事業ＳＤＧｓ対応

表」を御覧いただきたい。 
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ＳＤＧｓについて、各事業に関連性の高いゴールを表で示してい

る。 

 

  １９頁からは、個別の事業計画である。 

個別事業計画については、既に各部へ内示済であるが、⑦実施計

画に新たに登載する事業を中心に説明させていただく。 

 

（２３頁） 

⑵ 妊婦歯科健康診査事業 

妊婦を対象とした、個別の歯科健康診査を実施するものである。 

 

（２５頁） 

⑴ 小・中学校ＡＥＤ屋外設置事業 

職員室等に配備していたＡＥＤを屋外に設置するものである。 

 

（２８頁） 

⑴ 重層的支援体制整備事業 

地域住民の複雑化、複合化した支援ニーズに対応する包括的な支

援体制を構築するため、「重層的支援体制整備事業」を実施するも

のである。 

 

（３１頁） 

⒀ 緊急１歳児受入事業 

待機児童となっている１歳児について、空き定員や余裕スペース

等を活用し継続的に保育を行うものである。 

 

（３６頁） 

⑷ 介護支援専門員法定研修受講料等補助事業 

介護支援専門員に対し、法定研修の受講料を補助するものであ

る。 

 

（３９頁） 

⑴ 応急給食用備蓄食材等更新事業 

防災食育センターにて、発災３日目から３日間、１日２食の避難

所への応急給食を提供するため、備蓄食材等をローリングストック

するものである。 

 ⑵ トイレ対策物品購入事業 

   災害時におけるトイレ対策を推進するため、各避難所に携帯トイ

レを備蓄するものである。 
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 ⑶ 防災行政無線屋外子局バッテリー交換修繕事業 

   防災行政無線屋外子局の非常用バッテリーについて、交換修繕を

行うものである。資料中、計画年度について「R7～R8」、年度別内

訳について令和７年度及び８年度に「実施」と記載しているが、正

しくは、「R7」、令和７年度のみ「実施」の記載に修正をお願いす

る。 

 

（５４頁） 

⑷ 多摩都市モノレール駅前広場等整備事業 

多摩都市モノレールの延伸に合わせて必要となる駅前広場等の

整備について検討するものである。 

 

（５５頁） 

⑸ 多摩都市モノレール沿線まちづくり推進事業 

多摩都市モノレール新駅を中心としたまちづくりを進めるため、

（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針及び協議会による

話し合い等を踏まえて望ましい土地利用の在り方を検討し、用途地

域等の変更を行うものである。 

 ⑹ （仮称）Ｎｏ．４駅駅前拠点施設整備事業 

   （仮称）Ｎｏ．４駅の駅前にサイクル拠点機能及び生活利便機能

等の複数の機能を備えた拠点施設を整備するため、基本構想の策定

等を行うものである。 

 

（５８頁） 

⑴ 平和事業映像制作 

令和７年度に戦後８０年を迎えるに当たり、戦争体験者の声を後

世に残すための映像を制作するものである。 

 ⑵ 平和派遣補助事業 

   令和７年度に戦後８０年を迎えるに当たり、市内の小・中学生及

びその保護者を広島県・長崎県・沖縄県の平和関連施設へ派遣し、

旅費・施設見学料等の一部を補助するものである。 

 

（６０頁） 

エ 施設案内用動画作成事業 

防災食育センターの施設見学会等を効率的に実施するため、施設

の説明動画を作成するものである。 

 

（６２頁） 

ア 校舎構造耐久性調査委託事業 

「武蔵村山市学校施設長寿命化計画」の見直しを行うために、校
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舎構造体の耐久性を調査するものである。 

 

（６５頁） 

チ 学校給食センター解体設計・解体工事 

防災食育センター開設に伴い廃止となる学校給食センターにつ

いて、建物の解体設計及び解体工事を実施するものである。 

 

（６７頁） 

⑷ 雷塚図書館絵本コーナー整備事業 

雷塚図書館内の絵本コーナーの床面をカーペット式にし、多摩産

材を使用した書架を整備するものである。 

⑸ 雷塚図書館閲覧コーナー整備事業 

雷塚図書館の閲覧テーブル及び椅子について、多摩産材を利用し

た備品等へ更新を行うものである。 

 

（６８頁） 

⑹ 図書館オンラインデータベース導入事業 

図書館オンラインデータベースサービスを導入し、利用者の利便

性向上を図るものである。 

 

（６９頁） 

⑷ 三ツ木地域運動場防球ネット改修工事 

三ツ木地域運動場に、より高い防球ネットを設置するものであ

る。 

 ⑸ 三ツ木地域運動場用地取得事業 

   三ツ木地域運動場の用地を購入するものである。 

 

（７５頁） 

⑷ （仮称）武蔵村山タウントレック助成事業 

ゲーム感覚で街歩きを楽しむ「タウントレック」の開催経費の一

部を助成するものである。 

 

（７８頁） 

⑵ 公共施設照明ＬＥＤ化事業 

小・中学校等の公共施設について、照明のＬＥＤ化を行うもので

ある。 

 

（７９頁） 

⑴ （仮称）デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計
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画策定事業 

第五次情報化基本計画の計画期間満了に伴い、新たに（仮称）

デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画を策定す

るものである。 

 ⑵ 人材育成基本方針等人事施策見直し事業 

   組織力向上及びそれに資する人材の確保・育成を図るため、人材

育成基本方針のほか、人事施策等全般の見直しについて検討するも

のである。 

 

（８０頁） 

⑹ 収納課窓口等業務委託事業 

収納課における、窓口対応等の業務を民間委託するものである。 

 

（８２頁） 

⒂ ペーパーレス会議システム導入事業 

議会のＩＣＴ化を図るため、ペーパーレス会議システムを導入す

るものである。 

 

（質疑等） 

○ ５８頁の「平和事業映像制作」について、他の事業は事業名を

「～事業」としているものがほとんどのため、同様に「事業」を

付けた方がよいのではないか。 

  ７５頁の「（仮称）武蔵村山タウントレック助成事業」について、

年度別内訳に「実施」とあるが、助成事業のため、他同様の事業

と合わせて「補助」の記載が適当ではないか。 

● 御指摘いただいた２点について、修正する。 

 

（結 論） 

原案を一部修正の上決定する。 

 

議題２ その他 

（企画政策課長説明） 

 今後の予定であるが、本日の庁議決定後、一部修正を加え、改め

て市長決裁を経た後に、令和６年１２月中に広資料として配布する

予定である。 

 なお、文言の軽微な修正等の必要がある場合には、各主管課に確

認の上、事務局にて修正を加えることがあるので、御了承いただき

たい。 
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会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財政部 企画政策課（内線：３７２） 

（日本産業規格Ａ列４番） 


